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2015年アフガン・パキスタン地震
被災者支援活動報告

特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム



被害状況
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 2015年10月26日現地時間13時40分頃（日本時間18時10分頃）に、アフガニスタン
北東部のバダフシャン州を震源として震度7.5の地震が発生。

 アフガニスタンでは少なくとも117人が死亡し、544人が負傷、20,178戸の建物が全
半壊、影響を受けた人は136,967人に上りました。

出典：UNOCHA Situation Report No.4 (as of 23 November 2015）

 パキスタンでは280人が死亡、1,773人が負傷、109,070戸の建物が全半壊しました。

出典：http://www.ndma.gov.pk/new/disasters/losses.php

 この時期、被災地は夜間になると0度近くにまで気温が下がる状況でした。

 しかし、反政府勢力であるタリバンがコントロールする地域のため、被災者に滞りな
く支援物資を届けられるかどうか大いに懸念されました。

© CWS



JPFの支援活動
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 そのような状況下、JPFは10月31日から緊急人道支援を開始。

 防寒具や食糧を配布を中心に、3団体が5つの支援事業を実施し、19,570人に
対して支援を届けました。

受益者の声：ザヒダ・ビビさん（ジュワイ村の女性の世帯主 11人家族）

2015年10月26日 家族は皆外にいましたが、突然地面が揺れ出し、立っていら
れないほどになりました。この地震が私たちの人生を変えました。家を再建する
お金も無ければ、外で寒さをしのぐ衣服を買う事も出来ませんでした。しかもこ
の地域は山奥で、外部の支援は絶対に届かないだろうと思っていました。
そんな中、JPFの越冬支援を頂くことができました。大事な家族を冬の寒さから
守る事ができ、心から感謝しています。



JPF加盟NGO活動地図

地図出典：Google Map
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JPF助成事業一覧
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※日程・事業費等は、助成額・助成時のスケジュールに基づく

初動対応期

2015/11/4～2016/2/3

対象地域 事業内容・助成金額

2015/12/3～2016/2/3

初動調査 物資配布

24,911,336円(政府、民間)

区　　分

期　　間

団体名

CWS

ハイバル・パフトゥン

ハー、

ラグマン

ナンガハル、クナール

カピサ、バグラン、タ

ハール、バダフシャン

ハイバル・パフトゥン

ハー

2015/12/17～2016/1/31

物資配布

16,246,731円(政府、民間)

2015/11/19～2016/1/15

物資配布

18,000,000円(政府)

JEN

SVA

2015/11/19～2016/1/18

物資配布

19,486,230円(政府)

2,088,655円(民間)

2015/11/4～

2015/11/17

CWS：特定非営利活動法人 CWS Japan
JEN：特定非営利活動法人 ジェン
SVA：公益社団法人 シャンティ国際ボランティア会



収支報告
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収入の部 支出の部

事業特定寄付金（個人） 3,579,489 NGO助成金（民間支援金）※ 5,299,411

事業特定寄付金（企業） 7,270,197 NGO助成金（政府支援金）※ 75,436,889

政府支援金 75,436,889 事務管理費 1,263,943

収入合計 86,286,575…① 支出合計 82,000,243…②

※振込み手数料込み

収支差額（①ー②） 4,286,332
収支差額は、「アフガニスタン人道支援プログラム」における
防災・減災のプロジェクトの資金とし、引き続き同国の
自然災害被災者を減らすために活用させていただきます。

※2016年5月末時点集計。事業終了報告確認後の
返還金は含まず。

（参考：「アフガニスタン人道支援プログラム方針」より）
 目標：同国の慢性的人道危機において、特定のリスクや脅威を受けやすい人々の脆弱性を低減させる。
 支援分野：教育、障がい者支援、レジリエンスの強化
 補足（「目指す成果」③）：教育事業においても、校舎建設後に施設維持管理ワークショップで地震や洪水発生時

の対応を教員に指導するなど、防災や減災の基本的な事項を組み入れる。また、国家災害庁やナショナル防災プ
ラットフォームと連携しながら、現地の防災ニーズを把握しつつ、コミュニティの仕組みづくりなどに取り組む。



ご寄付を下さった企業・団体の皆さま
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資金によるご支援に心より御礼申し上げます。

株式会社NTTドコモ 損保ジャパン日本興亜ちきゅう倶楽部

KDDI株式会社 株式会社電通国際情報サービス

KYB株式会社 公益財団法人パブリックリソース財団

ソフトバンク株式会社 みずほ社会貢献ファンド

ソフトバンクテレコム株式会社 ヤフー株式会社

ソフトバンクBB株式会社 ワイモバイル株式会社

社名はご入金当時のもの
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認定NPO法人
ジャパン・プラットフォーム

〒102-0083
東京都千代田区麹町3-6-5 麹町GN安田ビル4階
TEL 03-6261-4750 FAX 03-6261-4753
http://www.japanplatform.org
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